
防犯・交通安全課

防犯事業担当

2945

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B54
日本一の防犯共助県づくり推進事業費 総務費 県民費 防犯のまちづくり推進費

防犯のまちづくり推進条例 戦略項目 12 日本一の共助県づくり

分野施策 010401 防犯対策の推進と捜査活動の強化

１　事業の概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

　なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源

決定額 51,000 51,000 △9,000

前年額 60,000 60,000

平成25年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

県民活動推進
費

事 業
期 間

平成24年度～ 根 拠
法 令

　防犯共助県づくりを目的として、犯罪を起こさせにく
い地域環境づくりを推進するため市町村が行う防犯のま
ちづくりのための事業に対して補助金を交付する。

（１）防犯共助県づくり推進事業補助金　51,000千円

（１）事業内容
　　ア　防犯共助県づくり推進事業補助金　　51,000千円
　　　　犯罪を起こさせにくい地域環境づくりを推進するため、市町村が実施する「防犯のまちづくり」のための事業
　　　に補助金を交付する。
　　　(ｱ) 補助対象経費
　　　　・　自主防犯活動の充実（自主防犯活動用品の整備、団体の育成、パトロール拠点の整備）
　　　　・　防犯意識の普及啓発（防犯意識の啓発、講習会の開催、情報発信システムの整備）
　　　　・　防犯環境の整備（防犯機器の整備、子どもの安全に係る防犯用具の購入）
　　　(ｲ) 補助率　1/2　
      (ｳ) 補助限度額　3,000千円(1市町村限度額　3,000千円）

（２）事業計画
　　　市町村が自ら作成する「防犯のまちづくりに関する計画書」等を審査の上、随時交付決定。

（３）事業効果　
　　ア　地域社会の活力を引き出し、犯罪を起こさせにくい地域環境をつくることができる。
　　　　(犯罪発生件数【人口千人当たり】平成22年 14.8件　→　平成28年 12.8件）
　　イ　自主防犯組織の充実・強化が図られる。（平成26年度末　6,000団体）
　　ウ　市町村が主体としての防犯施策実施の確立。 (県1/2)市町村1/2

　9,500千円×0.7人＝6,650千円

前年との
対比

― 県民生活部 B54 ―
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